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森林環境税
の主旨になじ
まないため、
対応すべきで
ないことを、
今後、県民に
対して理解を
求めていく必
要がある意
見
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意見の要旨と検討委員会の考え方（案）

項目

検討委員会の考え方

計 ページ

中間報告
に沿った意
見

中間報告に
沿うものの、
最終報告で
丁寧な説明
が必要な意
見

一般対策で
対応済みで
あることを最
終報告に記
載し、県民に
広く周知する
ことが必要な
意見

0

１　森林環境税の継続に
ついて

11 0 0 0

２　公益的機能の発揮に
向けた施策について

44 7 19

0　

（１） 制度関連 7 0 0 21

（２） 間伐・その他保育 25 7

（５） 獣害対策 0 0 9 0

14

（３） 松くい虫対策 5 0 0

４　その他 0 8 0 1

（４） 竹林対策 7 0 10 0

計 62 15 19 37

３　森林を守り育てる気運
の向上に向けた施策につ
いて

7 0 0 1
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　１　森林環境税の継続について

　【中間報告に沿った意見　11件】

1

　今後も森林環境税を継続して、森林
保護を行っていくべき。

　森林環境税の継続を願う。 　中間報告において、「森林を森林所有者だけの林業活動
だけでは支えられない状態が続いており、県民の安全・安
心なくらしを支えるため、森林環境税を継続して、森林保
全に向けた施策を実施していくことが適当」との方向性を
示したところです。

　同上

番号

5

　森林環境税は引き続き徴収すべき。

　同上

2

　森林の整備を行うために、県民から
税金を集めるのは良いことだと思う。
　継続して、森林整備に力を入れて欲
しい。

　森林環境税は山村地域での雇用創出
に繋がっている。是非とも継続願う。

意見の要旨

　多くの森林所有者から森林環境税を
継続して欲しいと言われている。

　同上

　森林環境税を継続し、森林保全のた
め、長期的な取組が必要。

　同上

　継続的に対象森林の手入れを行って
いくことが必要。

　同上

検討委員会の考え方（案）

11

　中間報告において、「森林を森林所有者だけの林業活動
だけでは支えられない状態が続いており、県民の皆様の安
全・安心なくらしを支えるため、森林環境税を継続して、
森林保全に向けた施策を実施していくことが適当」との方
向性を示したところです。
　また、荒廃森林再生事業の実施により、平成27年度まで
の８年間で延べ約27万人・日の雇用創出があったと試算し
ており、山村地域における雇用促進や活性化に寄与してい
ると考えます。

　森林環境税は是非このまま続けて、
できたら時限的でなく、恒久的に制度
化していただきたい。

　森林環境税による事業の継続を希望
する。

　中間報告において、「森林を森林所有者だけの林業活動
だけでは支えられない状態が続いており、県民の皆様の安
全・安心なくらしを支えるため、森林環境税を継続して、
森林保全に向けた施策を実施していくことが適当」との方
向性を示したところです。
　なお、社会経済情勢の変化等を踏まえ、一定期間経過後
に森林環境税の在り方について検討していくことが必要と
考えます。

7

6

8

　同上

　今後も継続的に森林保全整備に森林
環境税を活用して頂き、10年間の活動
を有意義なものして頂きたい。

　同上

　同上

10

4

3

9
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　２　公益的機能の発揮に向けた施策について

　（１）制度関連

　【中間報告に沿った意見　７件】

　【森林環境税の主旨になじまないため、対応すべきでないことを、今後、県民に対して理解を求めて

　　いく必要がある意見　21件】

13

　森林経営計画対象地以外の森林整備
への補助を求める。

　対象森林は、所有者の林業活動だけでは、森林の有する
公益的機能が発揮できない森林となる見込みであるため、
森林経営計画の対象地以外と考えます。

番号 意見の要旨 検討委員会の考え方（案）

12

　森林所有者に負担がない施策を今後
も実施して欲しい。

　対象森林では、所有者の林業活動だけでは、森林の有す
る公益的機能を発揮できない状態にあるため、県民に広く
公平に負担を求め、機能を発揮させる必要があると考えま
す。

14

　林業労働力の減少を防ぐため、人材
育成に取り組んで欲しい。

　中間報告において、「公益的機能が発揮できる森林に誘
導するため、間伐を実施できる人材の育成等に取り組む」
との方向性を示したところです。

16
　協定期間(20年)を短縮して欲しい。 　同上

15

　協定期間(20年)を短縮して欲しい。 　これまで、間伐等の効果を担保するため、転用等の森林
所有者の権利を制限する20年間の協定を締結し、事業が実
施されていました。
　しかし、協定期間が長すぎるとして、同意が得られにく
いことが課題となっていました。
　このため、中間報告において、事業効果を長期的に担保
するため、対象森林を保安林に指定するとともに、主伐の
制限、伐採木の保管・処分について、５年間の協定締結が
必要との方向性を示したところです。

18

　協定締結率向上のため、所有者との
つながりが必要。

　森林環境税を財源とした事業を推進するため、協定締結
に向けた森林所有者への普及啓発は重要であると考えま
す。

17
　協定期間を緩和して欲しい。 　同上

意見の要旨 検討委員会の考え方（案）

19

　メニュー幅を広げ、植栽・鳥獣害・
下刈にも活用できるようにして欲し
い。

　森林環境税事業は、県民に広く公平に負担を求めて、公
益的機能を発揮させる施策を実施するため、効果的・効率
的に事業を実施していく必要があります。
　なお、植栽、鳥獣害、下刈に対する支援については、造
林補助事業等で取り組まれていると考えます。

　森林環境税事業は、県民に広く公平に負担を求めて、公
益的機能を発揮させる施策を実施するため、効果的・効率
的に事業を実施していく必要があります。
　なお、間伐に対する支援については、造林補助事業等で
取り組まれていると考えます。

番号

20

　間伐に対する助成を実施すべき。
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22

　森林環境税事業は、県民に広く公平に負担を求めて、公
益的機能を発揮させる施策を実施するため、効果的・効率
的に事業を実施していく必要があります。
　なお、再造林や鳥獣害防止施設への上乗せ補助について
は、県単造林事業で取り組まれていると考えます。

24

　下刈り５年間の補助事業後の育林刈
りを実施して欲しい。

　森林環境税事業は、県民に広く公平に負担を求めて、公
益的機能を発揮させる施策を実施するため、効果的・効率
的に事業を実施していく必要があります。
　なお、２齢級までの下刈りであれば、必要に応じて造林
補助事業で取り組むことができると考えます。

21

　小規模森林所有者への直接支援が必
要。

　森林環境税事業は、県民に広く公平に負担を求めて、公
益的機能を発揮させる施策を実施するため、効果的・効率
的に事業を実施していく必要があります。
　なお、小規模森林所有者に対する支援については、造林
補助事業等で取り組まれていると考えます。

　下刈り補助事業５年間完了後の事業
の継続を希望する。

　同上

　「市町村提案型の公益的機能の発揮
に向けた施策を行う」を施策に追加す
べき。

　森林環境税事業は、県民に広く公平に負担を求めて、公
益的機能を発揮させる施策を実施するため、効果的・効率
的に事業を実施していく必要があります。

25

　同上

26

　造林補助金の上乗せをして欲しい。
(シカ防護柵、再造林）

　林業従事者の雇用を確保するための
事業費上乗せを実施して欲しい。

　森林環境税事業は、県民に広く公平に負担を求めて、公
益的機能を発揮させる施策を実施するため、効果的・効率
的に事業を実施していく必要があります。
　なお、林業従事者の雇用に対する支援については、「緑
の雇用」事業等で取り組まれていると考えます。

23
　下刈り５年間の補助事業後の育林刈
りを実施して欲しい。

31
　伐採木の売上を森林所有者へ還元で
きるような制度を追加するべき。

　同上

27

　造林補助事業への上乗せ補助を実施
して欲しい。

　同上

　同上

28

33
　持続可能な森林経営が実現できる支
援策等を検討してもらいたい。

　同上

29

　搬出できる箇所は搬出し、森林所有
者に少しでも還元することが必要。そ
うすることにより、森林所有者に関心
を持ってもらい、積極的な森林整備や
施業委託を促すのも方策。

　同上

30
　森林所有者への利益の還元を希望す
る。

32

「林業経営」が現在の情勢下で成り立
つための施策について、総合的に捉え
た上で、環境税を活用した新たな森林
機能保全に向けた取組を希望する。

　森林環境税事業は、県民に広く公平に負担を求めて、公
益的機能を発揮させる施策を実施するため、効果的・効率
的に事業を実施していく必要があります。
　なお、林業経営を支援する取組については、主伐材流通
促進事業等で取り組まれていると考えます。
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　（２） 間伐・その他の保育

　【中間報告に沿った意見　25件】

　木材の活用に取り組むべき。具体的
には、川下の加工業者・流通業者・設
計者・工務店などにも何かしらの補助
を行ってほしい。

　森林環境税事業は、県民に広く公平に負担を求めて、公
益的機能を発揮させる施策を実施するため、効果的・効率
的に事業を実施していく必要があります。
　なお、川下の加工業者等に対する支援については、森
林・林業再生基盤づくり交付金等で取り組まれていると考
えます。

36

　森林環境税を使い「荒廃森林の再生
を行う」対象森林をあまり絞り込むこ
とは得策ではない。
　荒廃状況や土砂の流出状況、緊急性
などに応じて、多様な対策が行えるよ
うにして欲しい。

　森林環境税事業は、県民に広く公平に負担を求めて、公
益的機能を発揮させる施策を実施するため、効果的・効率
的に事業を実施していく必要があります。
　対象となる森林については、下草や表土流出の状況等に
より決定していく必要があると考えます。

34

　地域ごとに大型移動式のチッパーを
貸与する等、検討願いたい。

　森林環境税事業は、県民に広く公平に負担を求めて、公
益的機能を発揮させる施策を実施するため、効果的・効率
的に事業を実施していく必要があります。
　なお、大型移動式チッパーの導入に対する支援であれ
ば、森林・林業再生基盤づくり交付金で取り組むことがで
きると考えます。

35

37

　規制を緩和して、より多くの森林整
備等をして欲しい。

　森林環境税事業は、県民に広く公平に負担を求めて、公
益的機能を発揮させる施策を実施するため、効果的・効率
的に事業を実施していく必要があります。
　対象となる森林については、下草や表土流出の状況等に
より決定していく必要があると考えます。

38

　里山広葉樹の再生を追加すべき。 　里山を含め、林業経営が困難な人工林で、今後公益的機
能を発揮できなくなる恐れのある森林すべてを対象とする
ことが重要と考えます。

39

　対象森林を市有林にも拡充して欲し
い。

　公有林の管理が既に公的負担により行われているものと
考えます。

番号 意見の要旨 検討委員会の考え方（案）

40

　私有林を県民からの税金で手入れす
る以上、効果が目に見えて分かるぐら
いでないといけないので、強度間伐を
実施することは良いことだと思う。

　中間報告において、「強度間伐を実施し、公益的機能が
発揮できる森林へ誘導する」との方向性を示したところで
す。

41

　「荒廃森林再生事業及び松くい虫被
害対策強化事業」は今後も継続すべ
き。

　荒廃森林再生事業については、中間報告において、「公
益的機能の発揮に向けた施策」を実施するとの方向性を示
したところです。
　また、松くい虫被害対策強化事業については、中間報告
において、「駆除対策だけでなく予防対策への支援も強化
し、松くい虫被害を沈静化」するとの方向性を示したとこ
ろです。

42

　今後新たに荒廃する恐れのある森林
の整備は必要だと思うが、現に荒廃し
ている森林の整備が優先ではないか。
　荒廃森林再生事業の継続は、このた
めに必要。

　現在の荒廃森林については、平成20年度から28年度まで
の９年間に、約24,000haの荒廃森林を整備し、目標の29年
度までに所有者自らが間伐するものを含め、概ね再生され
る見込みですが、森林所有者や境界が不明なことにより、
平成29年度までの事業実施が困難となっている荒廃森林が
一部残ります。
　このため、全ての荒廃森林の再生が必要との方向性を示
したところです。

-5-



43

　強度間伐については賛成だが、災害
の拡大の未然防止や材の有効利用を図
るため、可能な範囲で搬出を行うこと
を検討して欲しい。

　強度間伐は、森林所有者が将来にわたって管理を行うこ
とが困難と見込まれるため、公益的機能を長期的に発揮さ
せる取組として実施するものです。
　ただし、一律に間伐率を設定するのではなく、災害を誘
発しないよう、現地に応じて、適切な間伐率を決定する必
要があると考えます。
　また、林地に陽光をあてるため、必要に応じて伐採した
木材を搬出する必要があると考えます。

44

　70年生まで概ね20年に1度の間伐を繰
り返す方法は大変良い方法であり、人
材育成についても、早急に行って欲し
い。

　中間報告において、「間伐を繰り返し、公益的機能が発
揮できる森林へ誘導するために、70年生まで概ね20年に１
度、間伐を実施できる人材の育成に取り組む」との方向性
を示したところです。

45
　70年生まで概ね20年に1度の間伐を繰
り返す方法は大変望ましいと思う。

　同上

46

　福岡市内において、現在の荒廃森林
再生事業の内容を継続して欲しい。

　現在の荒廃森林については、平成20年度から28年度まで
の９年間に、約24,000haの荒廃森林を整備し、目標の29年
度までに所有者自らが間伐するものを含め、概ね再生され
る見込みですが、森林所有者や境界が不明なことにより、
平成29年度までの事業実施が困難となっている荒廃森林が
一部残ります。
　このため、全ての荒廃森林の再生が必要との方向性を示
したところです。
　なお、次期対策の内容については、福岡市内だけでな
く、県全域での取組が必要と考えます。

47

　過去に荒廃森林再生事業で間伐され
た森林は間伐が不足しているように感
じた。
　もう少し間伐率を上げた方が良いの
ではないか。

　中間報告において、「強度間伐を実施し、公益的機能が
発揮できる森林へ誘導する」との方向性を示したところで
す。

48
　繰り返し間伐を行うことは必要と考
える。

　同上

49

　強度間伐とは具体的にどのようなも
のなのか。

　強度間伐とは、より少ない間伐回数で、公益的機能を長
期的に発揮させるため、間伐率を通常より高く設定する間
伐のことです。

50

　なぜ強度間伐を行う必要があるの
か。

　強度間伐は、森林所有者が将来にわたって管理を行うこ
とが困難と見込まれるため、公益的機能を長期的に発揮さ
せる取組として実施するものです。

51

　強度間伐の間伐率は、現場に応じた
間伐率を希望する。

　強度間伐は、森林所有者が将来にわたって管理を行うこ
とが困難と見込まれるため、公益的機能を長期的に発揮さ
せる取組として実施するものです。
　ただし、一律に間伐率を設定するのではなく、災害を誘
発しないよう、現地に応じて、適切な間伐率を決定する必
要があると考えます。

52
　一概に強度間伐でなく、複数の間伐
率で間伐を実施して欲しい。

　同上

53

　森林の状況により、適切な間伐率が
あり、何を根拠に強度間伐を実施する
のか分からない。

　同上

54
　強度間伐の間伐率について、下限を
20～25％程度にするべきだと思う。

　同上
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55

　強度間伐を行う前、もしくは同時に
境界を明確にする必要があると思う。
　森林環境税を境界を明確化する費用
に充ててもよいのではないか。

　強度間伐は、施業区域の境界を明確にした上で実施する
必要があると考えます。
　このため、次期対策でも事業対象地を特定する現地調査
の実施が必要と考えます。

56

　森林整備を進めていくために、境界
を特定するための実行性のある制度を
希望する。

　同上

57

　H30～H39の間で施業要件（概ね15年
以上間伐を実施していない山林）を満
たしていない山林でも、公益的機能の
発揮の観点から可能であれば、対象と
して欲しい。

　森林環境税事業は、県民に広く公平に負担を求めて、公
益的機能を発揮させる施策を実施するため、効果的・効率
的に事業を実施していく必要があります。
　対象となる森林については、下草や表土流出の状況等に
より決定していく必要があると考えます。

58

　林業経営が困難な森林については、
公有林化を図り、公益的機能を長期的
に発揮する針広混交林へ誘導する必要
があるのではないか。

　森林環境税事業は、県民に広く公平に負担を求めて、公
益的機能を発揮させる施策を実施するため、効果的・効率
的に事業を実施していく必要があります。
　このため、強度間伐や人材育成等の施策を示したところ
ですが、市町村の管理が必要な森林に限って公有林化が必
要と考えます。

59

　大型トラックが走行できる作業道作
設のメニューを作って欲しい。

　作業道については、現行の荒廃森林再生事業で、間伐等
の森林整備を行うためのアクセス道として、必要に応じて
開設されており、次期対策でも必要になると考えます。

60
　森林作業道のメニューは継続して欲
しい。

　同上

61

　作業道補修維持管理対策事業を実施
して欲しい。

　強度間伐は、森林所有者が将来にわたって管理を行うこ
とが困難と見込まれるため、公益的機能を長期的に発揮さ
せる取組として実施するものです。
　その強度間伐により発生した間伐材については、必要に
応じて搬出する必要があり、そのための作業道作設は補修
も含め、必要と考えます。

62

　道がない森林については、作業道の
設置が必要であり、その設置費、管理
費等にも助成できる制度であって欲し
い。

　同上

63

　森林組合作業班の高齢化が進んでい
るため、人材育成に取り組んで欲し
い。

　中間報告において、「公益的機能が発揮できる森林に誘
導するため、間伐を実施できる人材の育成等に取り組む」
との方向性を示したところです。
　具体的には、対象森林で将来にわたって森林の公益的機
能が発揮できるよう、伐採・搬出・出荷までの一連の作業
を自ら行う「自伐林家」を育成し、間伐を繰り返すこと
で、新たな荒廃森林を発生させないことが必要と考えま
す。
　なお、林業従事者の雇用に対する支援については、「緑
の雇用」事業等で取り組まれていると考えます。

64

　人材育成については、伐採・搬出を
行う専門的林業労働力の確保対策をお
願いしたい。

　同上
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　【中間報告に沿うものの、最終報告で丁寧な説明が必要な意見　７件】

　【森林環境税の主旨になじまないため、対応すべきでないことを、今後、県民に対して理解を求めて

　　いく必要がある意見　14件】

番号 意見の要旨 検討委員会の考え方（案）

65

　強度間伐はどの程度の間伐率を想定
しているのか。

　強度間伐の間伐率は、一律ではなく、災害を誘発しない
よう、現地に応じて適切に設定する必要があると考えま
す。

66

　切り捨て間伐を行うのであれば、間
伐した材を山に放置することになり、
大雨等の異常気象の時、土木流等の災
害の要因になるのではないか。

　間伐材は、その林地にあった立木を伐採したものです。
　流木被害は、間伐材だけが流出したというものではな
く、異常気象等に伴って、土砂とその上にある立木が流出
し、その際に間伐材があれば、一緒に流れ出たものです。
　このため、切り捨て間伐が被害を拡大させたということ
はないと考えます。

67

「既に荒廃した森林は、平成29年度ま
でに概ね再生される見込み」とある
が、本当に再生されたのか。

　平成20年度から28年度までの９年間に、約24,000haの荒
廃森林を整備し、目標の29年度までに所有者自らが間伐す
るものを含め、概ね再生される見込みです。

68

　「70年生まで概ね20年に１度、間伐
を実施できる人材の育成」とは、具体
的にどのようなものを考えているの
か、分からない。

　対象森林で将来にわたって森林の公益的機能が発揮でき
るよう、伐採・搬出・出荷までの一連の作業を自ら行う
「自伐林家」を育成し、間伐を繰り返すことで、新たな荒
廃森林を発生させないことが必要と考えます。

69
　70年生まで概ね20年に1度、具体的に
何をするのか。

　同上

70
　間伐を実施できる人材育成のため
に、具体的に何を行うのか。

　同上

71
　自伐林家を養成しないのか。 　同上

番号 意見の要旨 検討委員会の考え方（案）

72

　強度間伐について、森林所有者にメ
リットがないため、理解が得られると
は考えにくい。

　強度間伐は、森林所有者が将来にわたって管理を行うこ
とが困難と見込まれるため、公益的機能を長期的に発揮さ
せる取組として実施するものです。

73

　強度間伐ではなく、通常間伐を繰り
返し行った方が良いのではないか。

　同上

74

　強度間伐により、林地撹乱が生じ、
災害に弱い森林になってしまうのでは
ないか。

　強度間伐は、森林所有者が将来にわたって管理を行うこ
とが困難と見込まれるため、公益的機能を長期的に発揮さ
せる取組として実施するものです。
　ただし、一律に間伐率を設定するのではなく、災害を誘
発しないよう、現地に応じて、適切な間伐率を決定する必
要があると考えます。

75
　強度間伐は風災の影響を受けやすい
ので、薦めたくない。

　同上

76

　強度間伐実施後に保安林となること
について、森林所有者の理解が得られ
るか疑問。

　強度間伐は、森林所有者が将来にわたって管理を行うこ
とが困難と見込まれるため、公益的機能を長期的に発揮さ
せる取組として実施するものであり、その事業効果を長期
的に担保するために保安林に指定することが必要と考えま
す。
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　（３）松くい虫対策

　【中間報告に沿った意見　５件】

77

　強度間伐実施後に、対象地を保安林
に指定することが可能なのか、疑問を
感じる。
（境界不明瞭や登記面積との相違等）

　強度間伐は、施業区域の境界を明確にした上で実施する
ため、保安林指定ができなくなることはないと考えます。

78

　荒廃森林再生事業で一度間伐を実施
した森林も、再度間伐を行うべき。

　荒廃森林再生事業で既に間伐を実施した森林について
は、間伐後概ね20年間は公益的機能を発揮するため、今後
10年間では、森林環境税を財源とした施策の対象にならな
いと考えます。

79

　間伐材の有効活用、間伐材を放置す
ることによる土砂災害時の被害拡大防
止のための間伐材の搬出も事業対象と
して欲しい。

　森林環境税事業は、県民に広く公平に負担を求めて、公
益的機能を発揮させる施策を実施するため、効果的・効率
的に事業を実施していく必要があります。

80
　間伐材の有効活用を図るべき。 　同上

81

　木質バイオマス利用材として、未利
用材の搬出をお願いしたい。

　同上

82

　木材利用が可能な森林については、
搬出、持ち出し、利用の義務化が必
要。

　同上

83

　荒廃森林をなくすためには、林業を
活性化させる必要がある。
　木質バイオマス発電を推奨するよう
な補助等を行って欲しい。

　同上

84
　材の価値を高めるため、高枝打ちを
実施して欲しい。

　同上

85

　森林の管理は、一時的に間伐を実行
すれば公益的機能が継続するものでは
ない。
　主伐後の地拵え・植栽・下刈りに対
して手厚い助成をお願いしたい。

　森林環境税事業は、県民に広く公平に負担を求めて、公
益的機能を発揮させる施策を実施するため、効果的・効率
的に事業を実施していく必要があります。
　このため、「長期的に機能が発揮できる強度間伐による
自然林への誘導や、間伐を繰り返す人材の育成等が必要」
との方向性を示したところです。
　なお、地拵え、植栽、下刈りに対する支援については、
造林補助事業等で取り組まれていると考えます。

番号 意見の要旨 検討委員会の考え方（案）

86

　松くい虫駆除及び予防対策は重要な
施策であると思う。

　松くい虫対策については、これまでの駆除対策（被害木
を伐倒し、破砕・焼却等）に加え、次期対策では、予防対
策（健全なマツの樹体内での線虫の増殖を防ぐための、薬
剤の樹幹注入や、薬剤散布等）に対する支援強化も必要と
考えます。

87
　駆除対策と予防対策とは、具体的に
何をするのか。

　同上

88
　松くい虫対策は重要であるため、本
事業で採択して欲しい。

　同上
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　（４）竹林対策

　【中間報告に沿った意見　７件】

【一般対策で対応済みであることを最終報告に記載し、県民に広く周知することが必要な意見　10件】

89

　海岸のマツ林については、国有、民
有や市町村を区別しない、県内一体化
した予防・駆除作業を徹底して継続す
べき。

　松くい虫対策については、これまでの駆除対策（被害木
を伐倒し、破砕・焼却等）に加え、次期対策では、予防対
策（健全なマツの樹体内での線虫の増殖を防ぐための、薬
剤の樹幹注入や、薬剤散布等）に対する支援強化も必要と
考えます。
　なお、国有林と民有林の情報共有や連携については、継
続した取組が必要と考えます。

90

　海岸防風林の松くい虫対策につい
て、下草刈りや腐葉土の除去が必要で
はないか。

　松くい虫対策については、これまでの駆除対策（被害木
を伐倒し、破砕・焼却等）に加え、次期対策では、予防対
策（健全なマツの樹体内での線虫の増殖を防ぐための、薬
剤の樹幹注入や、薬剤散布等）に対する支援強化が必要と
考えます。
　なお、定期的な管理となる下草刈りや腐葉土の除去等に
ついては、現在の公募事業で対応しており、次期対策でも
引き続き実施することが必要と考えます。

番号 意見の要旨 検討委員会の考え方（案）

91

　侵入竹対策のことが検討されていな
い。

　竹林対策については、造林補助事業や森林・山村多面的
機能発揮対策交付金等で取り組まれていると考えます。
　なお、荒廃森林に侵入した竹の除去については、現行の
荒廃森林再生事業でも実施しており、引き続き行う必要が
あるのではないかと考えます。

92
　侵入竹対策などの放置竹林対策が必
要である。

　同上

93
　侵入竹林の対策に関しては具体的な
施策が示されていない。

　同上

94
　竹の侵入に対する施策も必要である
と考える。

　同上

95
　侵入竹の除去と竹林整備を実施して
欲しい。

　同上

96
　侵入竹の除去を実施して欲しい。 　同上

97
　除竹も補助事業の対象として欲し
い。

　同上

番号 意見の要旨 検討委員会の考え方（案）

98

「林業経営が困難な人工林」だけを、
森林の荒廃とするのではなく、「不整
備竹林及び森林を駆逐している竹林」
も森林の荒廃として記載すべき。

　中間報告では、荒廃を招いた全ての要因を記載すること
は困難なため、「林業経営が困難な人工林」のみの記載と
しています。
　なお、竹林対策については、造林補助事業や森林・山村
多面的機能発揮対策交付金等で取り組まれていると考えま
す。
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　（５）獣害対策

【一般対策で対応済みであることを最終報告に記載し、県民に広く周知することが必要な意見　９件】

99

　「不整備竹林及び竹林化した森林を
公益的機能の発揮できる森林に誘導」
を施策に追加すべき。

　竹林対策については、造林補助事業や森林・山村多面的
機能発揮対策交付金等で取り組まれていると考えます。
　なお、荒廃森林に侵入した竹の除去については、現行の
荒廃森林再生事業でも実施しており、引き続き行う必要が
あると考えます。

100
　スギやヒノキの森林だけでなく、竹
林なども対象にすべき。

　同上

101
　放置竹林対策が入っていないのは納
得できない。

　同上

102

　放置竹林対策についての記載がな
い。

　竹林対策については、造林補助事業や森林・山村多面的
機能発揮対策交付金等で取り組まれていると考えます。
　なお、荒廃森林に侵入した竹の除去については、現行の
荒廃森林再生事業でも実施しており、引き続き行う必要が
あると考えます。

103
　竹林及び侵入竹の整備についてのメ
ニューの充実が必要。

　同上

104
　侵入竹対策の強化を求める。 　同上

105

　侵入竹の伐採に加えて、その周辺に
位置する放置竹林の伐採（竹転）事業
を施策に加えてもらいたい。

　同上

106

　森林機能の回復と県民の意識向上を
図る材料として、竹林を整備し、筍の
収穫や樹種の転換等を進めるべき。

　同上

107

　竹林を伐採し、樹種転換を行うこと
が必要。優良広葉樹への誘導を検討し
て欲しい。

　同上

番号 意見の要旨 検討委員会の考え方（案）

108

「林業経営が困難な人工林」だけを、
森林の荒廃とするのではなく、「シカ
による森林の荒廃」も森林の荒廃とし
て記載すべき。

　中間報告では、荒廃を招いた全ての要因を記載すること
は困難なため、「林業経営が困難な人工林」のみの記載と
しています。
　なお、シカを含めた獣害対策については、県が策定した
「福岡県特定鳥獣（シカ）管理計画」に基づき、鳥獣被害
防止総合対策交付金等が活用され、取り組まれていると考
えます。

109

　鳥獣害対策の強化を求める。 　シカを含めた獣害対策については、県が策定した「福岡
県特定鳥獣（シカ）管理計画」に基づき、鳥獣被害防止総
合対策交付金等が活用され、取り組まれていると考えま
す。

110
　シカ対策について記述がない。 　同上

111
　獣害対策（シカ対策）を本事業で支
援または採択して欲しい。

　同上

112
　シカの被害が大きいので、対策を望
む。

　同上
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　３　森林を守り育てる気運の向上に向けた施策について

　【中間報告に沿った意見　７件】

　【森林環境税の主旨になじまないため、対応すべきでないことを、今後、県民に対して理解を求めて

　　いく必要がある意見　１件】

113

　シカの食害対策のネット設置は行う
のか。

　　シカを含めた獣害対策については、県が策定した「福
岡県特定鳥獣（シカ）管理計画」に基づき、鳥獣被害防止
総合対策交付金等が活用され、取り組まれていると考えま
す。

114
　シカ被害対策が必要である。 　同上

115
　鳥獣害防護柵維持管理対策事業を実
施して欲しい。

　同上

116

　「シカの食害対策としてのモデル地
区を作り、シカの頭数管理の実証実験
をする」を施策に追加すべき。

　同上

番号 意見の要旨 検討委員会の考え方（案）

117

　将来の担い手を対象とした森林環境
教育や、教職者に対する森林教育研修
を強化することには大いに賛成する。

　中間報告において、「森林の重要性の普及啓発に向け、
森林環境教育、安全講習会等、様々な機会・媒体を通じた
情報発信を強化する施策を実施していくことが適当」との
方向性を示したところです。

118
　小学校の環境教育は今後とも続けて
欲しいと思う。

　同上

119

　森林インストラクター等の人材育成
に活用して欲しい。

　現行の森林環境教育や森林教育研修などの情報発信事業
では、積極的に森林インストラクターを活用しており、そ
のことが森林インストラクターの人材育成につながってい
ると考えます。
　このため、次期対策においても、引き続き、森林インス
トラクターを活用していく必要があると考えます。

120

　森林の重要性のみを普及啓発の柱と
するのではなく、歴史や文化、スポー
ルや競技（伐倒等）を一体とした発信
を行うべき。

　森林環境税事業は、県民に広く公平に負担を求めて、公
益的機能を発揮させる施策を実施しているものであるた
め、歴史や文化等を含めた、森林の重要性を発信すること
が必要と考えます。

121

　森林環境教育の講師派遣件数が少な
すぎる。もっと子どもたちが学べる機
会の増加が望まれる。

　中間報告において、「森林の重要性の普及啓発に向け、
森林環境教育、安全講習会等、様々な機会・媒体を通じた
情報発信を強化する施策を実施していくことが適当」との
方向性を示したところです。

122

　森林環境教育の活動内容を充実させ
て、より多くの学校へ広めていくこと
が重要（１時限の出前講座等の活動内
容を増やす）。

　同上

123

　森林環境税を知らない人が多いた
め、払う側がどういったことに使われ
ているかを理解できるよう、周知する
必要がある。

　森林環境税ついては、県ホームページを通して、県民に
広く公開していく予定にしております。
　今後も、様々な機会・媒体を通して、県民に森林の重要
性や森林環境税の使途について、情報発信する必要がある
と考えます。

番号 意見の要旨 検討委員会の考え方（案）

124

　森林づくりボランティアの参加につ
いては、森林・山村多面的事業等と融
合させることが必要。

　森林・山村多面的機能発揮対策は、森林を県民共有の財
産として守り育てる気運の向上を主たる目的としたもので
はないため、森林づくり活動公募事業との融合は困難と考
えます。

-12-



　４　その他

　【中間報告に沿うものの、最終報告で丁寧な説明が必要な意見　８件】

　【森林環境税の主旨になじまないため、対応すべきでないことを、今後、県民に対して理解を求めて

　　いく必要がある意見　１件】

番号 意見の要旨 検討委員会の考え方（案）

125

　少数意見や反対意見も含め、詳細を
広く県民に知らせて欲しい。

　意見の募集結果については、県民に広く公開する必要が
あります。

127
　これまで行ってきた荒廃森林再生事
業の実施状況を記載すべき。

　同上

126

　中間報告の資料３-１について、主事
業だけを記載するのではなく、詳細な
事業内容（森林整備面積、間伐・枝打
ち・除伐等の内訳及び利用間伐の材
積）を記載すべき。

　間伐以外の事業についても、内訳が分かるように記載し
ます。

128

　中間報告の資料３-２の実施例【概
要】に実施年度を記載すべき。
　併せて、ドローンや衛星写真等の映
像を入れるべき。

　ドローンや衛星写真等の画像を入れるのは困難ですが、
実施年度は記載します。

129

　荒廃森林再生事業のメニューの中の
「公的取得」について、どのような山
を取得しているのか、記載した方が良
い。

　事業内容の全てを報告書に記載することは困難ですが、
最終報告ではより丁寧な記載が必要と考えます。

130

　中間報告P.15の下層植生の変化の図
は、説得力があるので、もっと強調す
べき。

　説明を補足します。

131

　中間報告P.28に「自然林は人工林を
【人為的】に天然林に導こうとする森
林」との記載があるが、意味がよく分
からない。

　「自然林」とは、「皆伐後の天然更新や、強度間伐後の
針広混交林化等により、人為による管理をほとんど必要と
せずに、公益的機能を発揮する森林」との考え方です。

133

　これまで行政により山中に建設され
たコンクリート建造物が引き起こす災
害の調査を行うなど、改善に向けた取
組をお願いしたい。

　森林環境税事業は、県民に広く公平に負担を求めて、公
益的機能を発揮させる施策を実施するため効果的・効率的
に事業を実施していく必要があります。
　このため、コンクリート建造物の調査等を行うことは困
難であると考えます。
　なお、行政により山中に建設された建造物については、
実施主体により適切に維持管理されていると考えます。

132

　「天然林は、人為による管理を行わ
ないでも、公益的機能を発揮する」と
は本当か。

　「天然林」とは、人手が加わらない森林で、天然の力に
よって成立した森林で、人為による管理を行わなくても公
益的機能を発揮すると考えます。

番号 意見の要旨 検討委員会の考え方（案）
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